
 

第２号議案  2013春季生活闘争方針 

 

Ⅰ．2013春季生活闘争をとりまく情勢 

１．社会経済情勢 

(1) 2012年10月に発表された日銀展望リポートにおいて、2013年度実質ＧＤＰ成長率の見通

しが1.3～1.8％と７月時点の予測から下方修正されました。リポートでは、日本経済は海

外経済の減速で輸出や生産が減少して内需にもその影響が一部及び始めており、景気が弱

含んでいると分析しています。また日銀短観（12月調査）においては、大企業製造業の業

況判断指数がマイナス12と２ヵ月連続で悪化し、2010年３月調査以来の２ケタマイナスと

なりました。長引く欧州債務問題を背景に景気の減速が中国などの新興国に波及し外需関

連に不透明感があることや、円相場の高止まりに加え日中関係の悪化による経済活動への

影響も表面化し、景況感の悪化につながりました。 

  政府も11月の月例経済報告において景気の基調判断を「世界経済の減速等を背景として、

このところ弱い動きとなっている」と４ヵ月連続で下方修正しました。４ヵ月連続の下方

修正は、リーマンショック後の急速な景気後退で判断を引き下げた2008年10月から2009年

２月以来となり、外需の不振に加え個人消費など内需のマインドも悪化しており、当面楽

観できないと分析しています。 

  

(2) 総務省が発表した10月の全国消費者物価指数は前年同月に比して横ばいとなり、６ヵ月

ぶりにマイナス圏を脱出しました。テレビをはじめとする耐久財や海外パッケージ旅行等

の価格は下落しましたが、ガソリンや電気代などエネルギー関連の上昇が寄与しました。 

10月の家計消費支出については前年同月比で0.1％減少し、２ヵ月連続のマイナスとなり

ました。減少の要因としては、住宅エコポイント制度の終了のほか秋物衣料の不振などが

挙げられます。雇用者の年収分布は表－１となっています。 
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国税庁「税務統計」における年収分布の動き

年
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2002 7.0 12.1 15.8 17.9 14.5 10.6 6.9 5.0 3.2 2.2 3.7 0.8 0.4
2003 7.4 12.8 15.8 17.5 14.0 10.3 6.6 4.9 3.2 2.0 3.8 0.7 0.4
2004 7.7 14.0 15.8 17.0 14.4 10.1 6.4 4.7 3.1 2.0 3.7 0.8 0.4
2005 7.9 13.9 15.8 17.2 14.2 10.1 6.4 4.6 3.0 2.1 3.6 0.7 0.5
2006 8.0 14.8 16.0 16.9 13.9 9.6 6.4 4.5 3.0 2.0 3.7 0.8 0.5
2007 8.1 14.7 15.8 16.7 13.9 9.7 6.5 4.5 3.0 2.0 3.8 0.8 0.4
2008 8.4 14.9 16.4 16.9 13.7 9.5 6.1 4.3 2.9 1.9 3.6 0.8 0.6
2009 8.9 15.6 17.5 18.1 13.7 9.0 5.5 3.8 2.5 1.6 2.9 0.6 0.3
2010 7.9 15.0 17.6 18.1 14.3 9.4 5.7 3.9 2.5 1.6 2.8 0.6 0.4
2011 8.6 14.8 17.4 18.4 14.0 9.2 5.6 3.9 2.5 1.6 2.9 0.6 0.4

注：雇用形態にかかわらず、民間において1年を通じて勤務したすべての給与労働者が対象
出所：国税庁「税務統計からみた民間給与の実態調査」



 

(3) 10月の完全失業率は4.2％と３ヵ月連続で前月比横ばいとなりました。併せて10月の就業

者数は6,300万人と２ヵ月連続で増加していますが、総務省は「製造業を中心とした大手企

業の雇用調整や景気の減速懸念など雇用を取り巻く環境は厳しさを増している」という認

識を示しました。また、10月の完全失業者数については273万人と前月と同数でした。 

 有効求人倍率については0.80倍と、２ヵ月連続の前月比悪化となりました。厚生労働省

は、「持ち直しの動きが弱まってきた」として、雇用情勢判断を東日本大震災以来１年７

ヵ月ぶりに下方修正しました。 

なお、全国の完全失業率と有効求人倍率の推移は表－２、また、地域ごとの完全失業率

と有効求人倍率は図－１となっています。 

 

表－２ 

 

 

 

 

 

 

（総務省 厚生労働省） 

（完全失業率の2011年６～８月の数値には岩手・宮城・福島県は含まれない） 

 

 

図－１ 

地域毎の完全失業率（2012年７～９月）
有効求人倍率（2012年10月）
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(連合資料を基に作成／地域毎の完全失業率は、2012年度から九州と沖縄を分けて公表) 

 

 

 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 

2012年 4.3％ 4.3％ 4.2％ 4.2％ 4.2％ 4.1％ 
完 全 失 業 率 

2011年 4.6％ 4.7％ 4.3％ 4.1％ 4.5％ 4.5％ 

2012年 0.82倍 0.83倍 0.83倍 0.81倍 0.80倍 0.80倍 
有効求人倍率 

2011年 0.63倍 0.64倍 0.66倍 0.67倍 0.67倍 0.69倍 



 

２．サービス・ツーリズム産業の情勢 

(1) ホテル・レジャー業 

①総務省統計局のサービス産業動向調査によると、宿泊業の売上は2011年３月に発生した

東日本大震災の影響による急激な売上の落ち込みから、同年７月よりほぼ2010年度並み

に回復し、同年12月には2010年対比でも0.2％上回りました。2012年３月以降も前年を上

回るか前年並みに推移し、８月には2010年対比2.7％上回る状況まで回復しました。 

【2010年を100とした宿泊業の売上：総務省サービス産業動向調査から】       （％）  

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

2012年 90.8 87.2 89.4 96.2 89.8 94.2 98.2 102.7 94.8 90.7 － － 

2011年 98.9 99.2 77.5 82.1 89.7 93.9 99.3 99.8 95.5 95.1 95.8 100.2 

 

②また、観光庁の宿泊旅行統計調査による東京・大阪のシティーホテルの客室稼働率は、

2011年８月から2012年春先までは2010年度並みに推移したものの、2012年４月以降は、

2010年度が好調であったこともあり2010年度には及ばない状況です。しかし、対前年で

比較すれば東京・大阪とも2012年３月以降は東日本大震災の落ち込みから回復していま

す。その一方で、大阪の稼働率が昨年の反動から６月以降鈍化しているのが懸念されま

す。 

【シティーホテルの客室稼働率：観光庁発表】                （％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③宴会部門の状況は、婚礼において、2011年厚生労働省発表の婚姻件数が67万件と戦後最

低の件数であったことや専門式場の台頭もあり、ホテルでの婚礼は苦戦を強いられてい

ます。しかし、2013年は婚礼の日柄傾向も好転するため件数の回復が期待されます。そ

の一方で、企業主催の一般宴会は、震災による自粛の反動という一時的な需要の増加も

落ち着き、製造業等の業績悪化を受け、法人需要への影響が懸念されます。 

④地域別では、東北三県で中国人個人観光客に対する数次ビザが７月より開始され、観光

による復興への取り組みがはかられています。しかし、沖縄は、８月後半から10月の連

休に大型台風が相次ぎ、領土問題による風評被害も重なり、全国的に国内旅行が好調な

なか、沖縄県発表の入域観光客数統計によると、８～10月の累計で前年を下回り、昨年

に引き続き天候に悩まされることとなりました。 

⑤訪日外国人客旅行者数は、2012年は９月までの累計で既に2011年の年間実績を上回りま

したが、国別訪日外客数で10月までの累計を2010年と比較すると、韓国は18.6％減と大

きく届かず、米国をはじめ欧州も2010年に届いていません。一方、中国からの訪日人数

  １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

2012年 55.4 58.9 66.6 65.9 62.7 61.7 77.2 79.9 79.8 

2011年 55.8 64.5 40.6 44.4 58.4 68.0 69.5 71.9 77.2 東京都 

2010年 54.4 63.8 67.7 80.5 76.7 74.6 79.0 78.1 77.6 

2012年 54.0 57.9 70.1 75.2 67.2 62.7 81.3 88.1 78.4 

2011年 56.1 62.0 68.5 68.6 70.0 72.9 77.0 85.6 78.0 大阪府 

2010年 55.8 63.0 69.8 82.2 76.5 75.7 78.3 82.3 78.4 



 

は、沖縄・東北三県での数次ビザの関係もあり3.5％増と伸びていますが、９月の尖閣諸

島国有化の影響により10月から急激に減少しており、被災地や沖縄をはじめとする中国

人観光客の更なる増加を期待していた観光地への影響が心配されます。 

【訪日外客数：日本政府観光局（ＪＮＴＯ）発表】 

 韓国 中国 台湾 米国 香港 その他 

2012年(10月) 16.8万人 7.1万人 13.4万人 6.6万人 3.3万人 23.2万人 

2012年(９月) 14.5万人 12.3万人 11.6万人 5.4万人 3.6万人 18.3万人 

2012年(１～10月) 166.0万人 132.0万人 122.9万人 60.2万人 40.0万人 180.9万人 

2011年(１～10月) 138.2万人 87.1万人 82.9万人 46.1万人 28.6万人 126.3万人 

2010年(１～10月) 204.0万人 128.3万人 109.7万人 61.4万人 43.8万人 185.3万人 

 

⑥宿泊業では、2012年に入りこれまで厳しい環境のもと経営してきた企業において資本の

移動や廃業も目立ち、2013年３月には中小企業金融円滑化法が期間満了となるため、企

業状況によっては経営環境が悪化する恐れがあり予断を許さない状況です。また、全国

的にも宿泊客、客室稼働率は震災の影響からは回復しているものの、それに見合った売

上が確保できておらず、客室単価低迷がその一因と推測されます。今後は、客室稼働率

が回復しているこの時期に客室単価の引き上げに取り組むことが求められます。 

⑦産業を取り巻く情勢は予断を許さない状況にありますが、2011年からは着実に企業業績

が回復し、2010年実績に届く勢いで回復してきています。2013年は三連休が増えるなど、

国内個人需要への期待材料もあり、これまで、厳しい企業環境の下で我慢してきた従業

員への正当な配分が求められます。 

(2) 旅行業 

① 観光庁が発表している主要旅行業者（58社）の取扱高については、2012年４～10月の累

計で、海外旅行が前年比10.5％増の１兆4,562億円、国内旅行が同7.4％増の２兆3,956億

円と大幅な回復となりました。また、訪日外国人旅行は同60.2％増と回復傾向にありま

すが、2010年比では依然として厳しい状況が続いています。総取扱高では、同8.9％増の

３兆8,913億円となっています。 

【主要旅行業58社の取扱実績：観光庁発表】 

 2012年（４～10月） 前年比 2011年（４～10月） 前年比 

海 外 旅 行 1兆4,562億8,308万円 110.51％ 1兆3,177億5,732万円 96.99％ 

国 内 旅 行  2兆3,956億5,655万円 107.36％  2兆2,314億2,870万円 92.81％ 

外国人旅行 393億7,509万円 160.16％ 245億8,358万円 57.47％ 

総 取 扱 額 3兆8,913億1,473万円 108.88％ 2兆9,873億9,088万円 93.90％ 

 

②2012年度の海外出国者数は、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の発表によると震災からの復

興が進むにつれ、旅行を控えることから旺盛な旅行需要に反転したことや、史上最高水

準まで急伸した円高傾向と新規ＬＣＣの就航や増便などにより、座席供給数が増えたこ

となどが追い風となり海外旅行需要が大幅に回復した結果、１～10月累計でも前年比



 

11.3％増となり、過去最高となる見込みです。 

 一方、渡航者数の多い韓国は竹島問題で減少に転じ、中国においても尖閣問題により国

交正常化40周年を記念した事業が中止になるなど、不透明感を増しており、燃油サーチ

ャージの高止まりとあわせて懸念材料となっています。９月の日本旅行業協会（ＪＡＴ

Ａ）の市場動向調査によれば、顧客層では、ファミリー層が回復するとともに引き続き

シニア層が堅調に推移し、方面別では、ハワイやヨーロッパと中国・韓国を除くアジア

方面が好調となっています。 

【出国日本人数の動向：ＪＮＴＯ発表】 

 2012年（１～10月） 前年比 2011年（１～10月） 前年比 

出国日本人数 1,562万4千人 111.3％ 1,403万5千人 100.7％ 

 

③国内旅行は、ＪＡＴＡの市場動向調査によると顧客層ではファミリー層が回復し、シニ

ア層も好調を維持したことから全体としては回復基調となっており、引き続き招待・報

奨をはじめとする団体旅行での需要の回復が見込まれています。方面別では、東京スカ

イツリー開業をはじめとした新規施設のオープンで東京方面が好調を維持しており、東

北も継続的に回復し、ようやく他の地域と同等の水準となりましたが、豪雨の影響をう

けた九州をはじめ、西日本方面では昨年の反動とあいまって大きな伸びは期待できない

としています。また、高速バスツアー事故の影響からバスを利用した旅行需要が減少し

ましたが、規制強化によりバス事業者が撤退し貸切バスの確保が難しくなり、懸念材料

となっていますが、今年から就航した国内線ＬＣＣは、新たな需要につながることが期

待されています。 

④訪日外国人客数は、ＪＮＴＯの発表によると１～10月の累計で前年比38.0%増の703万

2,800人と回復傾向にあります。円高や原発事故による放射能汚染への懸念から訪日旅行

が敬遠されている韓国やシンガポールに加え、好調であった中国からの訪日旅行が尖閣

問題から10月は減少に転じ、震災前の水準への回復は厳しいものと想定されます。一方

で、タイやマレーシア、ベトナムをはじめとした東南アジアなど訪問者数の伸びが好調

となっており、特にタイは2012年過去最高を大きく更新することが確実です。 

【訪日外客数の動向：ＪＮＴＯ発表】 

 2012年（１～10月） 前年比 2011年（１～10月） 前年比 

訪 日 外 客 数 703万2千人 138.0％ 509万5千人 69.5％ 

 

⑤政府は「観光立国の実現」を、21世紀の日本経済社会の発展に不可欠な国家的課題とし

て新成長戦略の１つに掲げています。2012年３月30日には、今後５年間の新たな「観光

立国推進基本計画」を閣議決定しました。基本計画では、「観光の裾野の拡大」と「観

光の質の向上」をはかることとし、「国内旅行消費額30兆円」「日本人の海外旅行者数

2,000万人」「日本人国内旅行１人あたり年間宿泊数2.5泊」などの目標を設定しました。

また、平成24年版観光白書では、引き続き東日本大震災からの復興に併せて観光振興へ

の取り組みを積極的に進めていくことが報告されています。官民の連携による旅行需要



 

の拡大への取り組みに期待がかかります。 

一方、インターネット販売の拡大が想定されることや、コミッションの減少などにより、

既存の旅行業者はビジネスモデルの転換を迫られています。 

(3) 国際航空貨物業 

①航空貨物運送協会（ＪＡＦＡ）の発表による2012年の輸出実績は１～10月累計で件数252

万9,750件（前年同期比2.5％減）、重量77万4,387トン（前年同期比7.4％減）となり、

昨年からの低迷が続いています。欧州の債務危機問題の長期化や日本最大の輸出国であ

る中国経済の減速を受け、貨物量の回復にむけては足取りが重たい状況となっており、

昨年からの低落傾向に歯止めがかからない状況です。液晶関連貨物の落ち込みが大きく、

電子部品関連貨物の回復も遅く、好調であった自動車関連部品も失速しています。また、

生産拠点の海外シフトの進行や史上最高水準の円高の状況など懸念材料もあります。 

② 2012年の輸入は、１～10月累計の件数が220万5,248件（前年同期比1.8％増）と増加して

いますが、重量では84万0,860トン（前年同期比3.4％減）と低迷しています。今後は、

精密機械などの輸入に持ち直しが期待されますが、消費財は全般的に伸び悩むことが想

定され、大幅な回復は難しい状況にあります。 

③航空貨物の臨時的・集中的な貨物輸送需要の増大など荷主の突発的な輸送需要へ対応が

はかれるようエアラインチャーターが解禁されました。また、羽田空港での貨物定期便

の就航や昼間時間帯のチャーター便運用制限緩和など国の政策による国際物流量の拡大

や、ベトナムやインドネシアなど東南アジア諸国の経済成長に伴い貨物取扱量の増大が

期待されます。 

 一方で、荷主は、市場の広域化や複雑化に対応するため、サプライチェーンの最適化や

在庫水準の見直し等を検討し、Door to Doorでの貨物輸送品質の向上を目指しており、

それを実現するロジスティクスの重要性を認識しています。また、各国での自由貿易協

定締結や日系企業の海外移転といった環境変化もおきており、それらの需要や環境の変

化を的確にとらえ対応することが求められています。 

【航空輸出混載貨物・航空輸入貨物推移：ＪＡＦＡ発表】 

 2012年（1～10月） 前年比 2011年（1～10月） 前年比 

航空輸出混載貨物 
252万9,750件 

77万4,387トン 

97.47％ 

92.57％ 

259万5,294件 

83万6,538トン 

91.01％ 

93.20％ 

航 空 輸 入 貨 物 
220万5,248件 

84万0,860トン 

101.75％ 

96.58％ 

216万7,328件 

87万0,625トン 

93.45％ 

96.43％ 

 

Ⅱ．連合の2013春季生活闘争方針（抜粋） 

連合は、「働くことを軸とする安心社会」の実現に向け、「2013春季生活闘争」を『「傷ん

だ雇用・労働条件」の復元とすべての働く者のディーセント・ワーク実現』に向けた取り組み

として位置づけ、公正で安心・安全な社会の実現に向け邁進していく。 

 

 



 

１．2013春季生活闘争の基本的な考え方  

「働くことを軸とする安心社会」の実現と、日本経済の自立的・継続的な成長をはかって

いくためにも、国民一人ひとりが置かれた環境と能力に応じて価値創造に参画し、成果を分

配することで活き活きと働く人が増える社会を構築することが重要である。そのためにも、

「傷んだ雇用・労働条件」の復元をはかっていく。最低賃金の引き上げ、パート・非正規労

働者の均等・均衡処遇、就業率向上につながる職業訓練・就労支援、ワーク・ライフ・バラ

ンスの実現をはかり、ディーセント・ワークの実現に向けて取り組むことで、わが国の優れ

た技能と技術力、現場力が活かされ、競争力が強化されるとの認識に立ち、「人財」の活用

による「付加価値の増大」をはかり、その成果の適正な分配を通じて日本の成長をはかる好

循環へとつなげていく必要がある。そのためにも、労働条件全般の課題解決をめざした運動

を進める。 

また、総額人件費の抑制による国際競争力強化という経営から脱却し、アジアを中心とす

る新興国の経済発展の取り込みに加え、日本の持つ強みを再認識した経営をめざすことなど

の観点から、「生産性三原則」にのっとった企業経営、組織運営の必要性についてあらため

て主張していく。 

マクロ的に1997年をピークに低下する賃金の復元・底上げをはかることを重視し、賃上げ

により消費拡大・内需拡大をはかり、デフレからの早期脱却をめざす。特に賃金における

「格差是正」の実効性を高めるために、個別賃金をより重視して取り組みを進めることで、

ミニマム水準のキープをはかり、めざすべき賃金水準の追求と賃金水準開示を通じて個別賃

金水準の社会的波及力を高めていく。 

国内での事業継続の優位性を確保するための諸施策の推進を政労使共通の課題と位置づけ、

日本再生戦略の確実な実行のもとで発展段階へと踏み出していくことが求められており、

「2013年度 政策・制度実現の取り組み方針(その１）」に基づき政策・制度の実現の取り組

みを通じて、春季生活闘争と一体となった運動を推進する。 

また、改正労働者派遣法、改正労働契約法、改正高年齢者雇用安定法成立の成果を確実に

職場に活かす取り組みも進めていく。 

２．2013春季生活闘争の具体的な要求内容 

2013春季生活闘争の展開については、「傷んだ雇用・労働条件」の復元をはかっていくた

めに、「労働条件の底上げ・底支えと復元」「すべての労働者の処遇改善」「高付加価値を

生み出す人財の育成・処遇」「格差是正」を通じて、すべての労働組合は賃上げ・労働条件

の改善のために１％を目安に配分を求める取り組みを進める。 

３．すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題） 

すべての組合が共闘して取り組む課題として、以下の５つの項目を「ミニマム運動課

題」として設定し、労働組合運動の求心力を高めるとともに、交渉結果の社会的波及を目

指す。 

(1) 賃金制度の確立・整備をはかる 

(2) 賃金カーブ維持分の明示と確保 

(3) 非正規労働者を含めたすべての労働者を対象とした処遇改善 

(4) 企業内最低賃金協定の締結拡大と水準の引き上げ 

(5) 産業実態をふまえた総実労働時間の縮減、時間外・休日労働の割増率の引き上げ等 



 

Ⅲ．2013春季生活闘争の基本認識 

日本経済は、東日本大震災の復興需要などにより回復傾向にあったものの、エコカー補助

金が９月に終了するなど個人消費が減速し、欧州の債務危機や中国やインドなどの新興国経

済の減速、加えて近隣国との関係悪化により製造業や輸出業を中心に影響を受け後退局面に

入っているとの見方が出ています。私たちの産業においても、回復傾向にありましたが、個

人消費の減速、企業収益の減少に伴う法人需要の低迷などにより予断を許さない状況です。 

一方、私たちの産業は、訪日旅行者数の増大により成長著しいアジアの活力を日本に取り込

むことができ、国内旅行の活性化により地域活性化できる21世紀の日本経済や社会の発展に重

要な産業です。政府は2012年７月に閣議決定した日本再生戦略において、観光立国をめざし、

訪日外国人数を2020年はじめまでに2,500万人、2016年までに国内における旅行消費額を30兆円

などの目標を設定し、将来性のある産業として様々な政策を積極的に進めています。 

連合は、「働くことを軸とする安心社会」の実現にむけ、「傷んだ雇用・労働条件」の復元

をはかって」いくために、「労働条件の底上げ・底支えと復元」「すべての労働者の処遇改

善」「高付加価値を生み出す人財の育成・処遇」「格差是正」をつうじて、すべての労働組合

が賃上げ・労働条件のため１％を目安に配分を求める取り組みを進めるとしています。 

私たちサービス連合も、構成組織として連合の基本的な考え方に基づき取り組むとともに、

観光立国にふさわしい「魅力ある産業への進化」にむけ、中期的な賃金目標である「35歳年収 

550万円」とこの産業に働くすべての労働者の労働条件の向上を実現するため、「指標」を活用

した実質的な年収改善と契約社員やパートタイマー等の待遇改善をつうじて、一歩一歩着実に

進展できるよう加盟組合と一体となって取り組むこととします。 

2013春季生活闘争の具体的な要求基準については、年収維持を前提に「指標」を活用し、各

加盟組合が主体的に実質的な年収改善に取り組むこととします。契約社員やパートタイマー等

の待遇改善については、雇用の維持を前提に、賃金改善と均等・均衡待遇の実現や無期労働契

約への転換を積極的に取り組むことと同時に、改正労働契約法の趣旨を踏まえ労働者が安心し

て働き続けることができる職場環境の整備にむけて取り組むこととします。また、産業別最低

保障賃金についても、産業における賃金水準の下支えをはかるため、新たな考え方のもとすべ

ての加盟組合が統一して要求し協定化を目指すこととします。更に、高年齢者雇用安定法改正

にともない、希望者全員が65歳まで働き続けることができる制度の確立に取り組むこととしま

す。 

2013春季生活闘争に臨むにあたっては、企業業績の先行きへの警戒から慎重な対応をはかる

経営の姿勢が想定されますが、この間の働く者の努力を共有化し、近視眼的な視点におちいる

ことなく、将来を見据え総合労使協議体制を確立し、着実な運動の進展を目指すこととします。 

 

Ⅳ．要求基準 

（基本的な考え方） 

 2013春季生活闘争は、サービス・ツーリズム産業で働くすべての労働者の生活防衛な

らびに待遇改善に取り組み、「魅力ある産業への進化」を目指すこととします。取り組

みにあたっては、中期的な賃金目標「35歳年収 550万円」の実現にむけ着実に前進で

きるよう「指標」を活用することや、契約社員やパートタイマー等の待遇改善について



 

均等・均衡待遇の実現を目指し積極的に取り組むこととします。 

具体的な要求基準は、①正規労働者の賃金水準の維持と「指標」を活用した賃金改善なら

びに年収維持と「指標」を活用した一時金確保、②雇用の確保を前提とした契約社員やパー

トタイマー等の待遇改善、③産業全体の賃金底上げを目指した最低保障賃金の協定化、④年

間総実労働時間短縮によるワーク・ライフ・バランスの実現、⑤両立支援・男女平等社会の

実現、⑥60歳以降の雇用確保の取り組み、を柱とし、それぞれ要求の実現へむけ取り組むこ

ととします。 

１．正規労働者の賃金改善、一時金要求 

「35歳年収 550万円」の実現にむけ、年収維持を前提に、加盟組合が主体的に「指標」を

活用し、実質的な年収改善に取り組むこととします。生活の基礎である月例賃金の維持と改

善を優先した闘争を推進していくこととしますが、一時金についても同様に年収が維持でき

る水準を確保したうえで、支給水準の向上に取り組むこととします。 

  (1) 賃金改善 

①すべての加盟組合は、賃金カーブの維持分確保をはかることとします。定昇制度がない

組合や賃金制度が未整備な組合は、業種毎に定める１歳・１年間差（※１）を基本に定

昇相当分の確保をはかることとします。 

   （※１）ホテル・レジャー業：5,000円 観光・航空貨物業：5,300円  

②賃金カーブ維持分を確保したうえで、可能な限り「35歳年収 550万円」の実現のため

「指標」を参考とした実質的な水準の引き上げに取り組むこととします。「指標」を活

用しない場合は、0.5％以上の実質的な賃金改善を行うこととします。 

(2) 一時金 

①すべての加盟組合は、前年同年齢者の年収を維持することに取り組むこととします。 

②前年同年齢者の年収維持に取り組んだうえで、「35歳年収 550万円」の実現のため「指

標」を活用し主体的に水準向上に取り組むこととします。「指標」を活用しない加盟組

合の年間支給月数は４ヵ月相当とし、既に年間４ヵ月を確保している加盟組合は、昨年

実績以上を要求することとします。 

③業績連動一時金導入組合は、固定支給部分への配分拡大を行うこととします。 

２．契約社員やパートタイマー等の待遇改善 

  契約社員やパートタイマー等の待遇改善については、雇用の維持・確保を前提に、積極的

に取り組むこととします。 

また、労働契約法が改正され、2013年４月１日に施行される予定です。法改正の趣旨は、

有期労働契約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を解消するとともに、期間の定め

があることによる不合理な労働条件を是正することで、労働者が安心して働き続けることが

可能な社会の実現をはかることです。改正のポイントは、①有期労働契約の期間の定めのな

い労働契約への転換、②雇止め法理の法定化（８月10日施行）、③期間の定めがあることに

よる不合理な労働条件の禁止、となっています。サービス連合は、法改正の趣旨にのっとり、

今回改正で関連するものも含め基準化することとします。すべての加盟組合は、要求基準を

基に安心して働き続けることができる職場環境の整備にむけ取り組むこととします。 

(1) 賃金改善 

①月例給労働者については、サービス連合の契約社員の賃金実態調査を基に、３年間の賃金



 

データの蓄積から定期昇給見合い分を2,200円と試算し、0.5％の実質的な賃金改善分を加

えた3,200円以上の賃金改善を行うこととします。 

 【2012年度契約社員賃金実態調査結果】 

    調査協力者数 約5,700名 

    50歳以上のデータを除く平均値 平均勤続4.02年 平均入社27.03歳 

    ここ３年間の21歳から35歳までの平均間差（2,200円・1.19％） 

 

②時間給労働者については、サービス連合の時間給労働者の賃金実態調査や、法定地域別最

低保障賃金の引き上げ額と連合の要求などを総合的に判断し、20円以上の賃金改善を行う

こととします。 

【2012年度時間給労働者実態調査結果】 

    調査協力者数 約2,400名 時間給平均1,039円 

 

(2) 均等・均衡待遇実現 

加盟組合の取り組み状況や連合方針とともに、労働契約法改正への対応を含め「均等・

均衡待遇実現」をポイントに以下のとおり取り組みを行うこととします。 

  ①不合理な労働条件の是正 

    1)慶弔休暇を正社員と同様の基準で全員に付与する。 

    2)通勤手当を正社員と同水準で全員に支給する。 

    3)正社員と同様の時間外割増率を全員に適用する。 

    4)食堂やロッカー等の福利厚生施設について全員が利用可能とする。 

5)安全管理に関わる災害時の備品等について全員が利用可能とする。 

上記以外にも、有期契約労働者の労働条件全般を点検し、労働条件を相違させることが

合理的でないと判断される労働条件について是正する。 

   ②正社員との整合性が確保された人事・賃金制度の導入 

一時金の支給や昇給ルール策定などに取り組み、正社員との整合性が確保された人事・

賃金制度の導入をはかる。 

(3) 無期労働契約への転換 

雇止めに対する不安を解消し、安心して働き続けることができる環境を整備するため無

期労働契約への転換がはかれるよう以下のとおり取り組みを行うこととします。 

 1)正規労働者への登用機会を設定する。 

2)通算５年を超える有期契約労働者の無期労働契約への転換について労働協約および就

業規則で早期に定められるよう取り組む。 

 3)無期転換後の労働条件について、転換前からの引き上げに取り組む。 

4)無期転換の申し込み権が発生する要件と行使期間について、毎回の契約更新時に書面

で明示する。 

 5)無期転換の申し込みは書面で行う。 

 

 



 

３．最低保障賃金の協定化の拡大と引き上げ 

(1) 産業別最低保障賃金 

雇用形態を問わずすべての従業員を対象とし、産業内すべての労働者が最低限に生活が

できるとともに、安心して働ける環境と労働者自らがさまざまなサービスを経験し職場に

活用できる人財への投資を反映した賃金水準を目指し、最低保障賃金としての協定化を徹

底します。要求基準については、第12回定期大会での確認に基づき法定地域別最低保障賃

金に10％を上乗せした額と2012春季生活闘争の基準額のいずれか高い方で設定することと

します。各加盟組合は、取り組み趣旨を理解したうえで、契約社員やパートタイマー等の

待遇改善にも繋がることから積極的に取り組むこととします。なお、具体的な要求形態や

妥結基準は、業種別に定めることとします。 

  2013年度 最低保障賃金要求基準 

対象都道府県 時間額 

東京 ９３５円 

神奈川 ９３４円 

大阪 ８８０円 

埼玉・京都 ８５０円 

千葉・愛知 ８４０円 

兵庫 ８３０円 

静岡 ８２０円 

岐阜・三重・滋賀 ８１０円 

栃木・広島 ８００円 

北海道 ７９１円 

茨城・群馬・富山・石川・山梨・長野・奈良・福岡 ７９０円 

新潟・福井・和歌山・岡山・山口 ７８０円 

宮城 ７７０円 

福島・香川 ７６０円 

青森・岩手・秋田・山形・鳥取・島根・徳島・愛媛・高知・佐賀・ 

長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄 
７４０円 

    ・研修が主たる目的である場合（インターンや外国人研修生など）は適用除外とする

特例も可能とします。また、老齢年金受給者は年金支給額との合算額での適用も可

能とします。 

    ・上記基準で合意できない場合は、本部・地連闘争委員会と相談のうえステップを踏

んだ取り組みを可能とします。 

(2) ポイント年齢別最低保障賃金 

一時的・臨時的に雇用する者ではなく、有期または期間の定めのない雇用を前提とする

基幹従業員を対象とします。有期雇用の従業員については、契約期間・更新時期・賃金規

定を就業規則に明記した雇用関係の従業員を適用の範囲とします。 

水準については、賃金制度の多様化が進むなかで産業内の賃金水準の底支えとするため

賃金の基本部分を対象とし自然年齢別の全国統一最低基準として設定します。 



 

適用対象範囲の拡大については各加盟組合が主体的に取り組むこととし、当面の間は26

歳までの適用を可能とします。 

   短時間勤務などにおける算出については次式を基本とします。 

 ポイント年齢別最低保障賃金×１日あたりの所定労働時間－１日あたりの短縮時間数／１日あたりの所定労働時間 

    年金受給者については、年金月額支給額との合算額での適用を可能とします。 

    なお、具体的な要求形態や妥結基準は、業種別委員会ごとに定めることとします。 

賃金実態から協定化が難しい地域については、本部・地連闘争委員会や業種別委員会と

調整をはかりながら主体的にステップを踏んだ取り組みを可能とします。 

2013年度ポイント年齢別最低保障賃金要求基準 

年齢 月額 年齢 月額 

１８歳 １３２，０００円 ２６歳 １４２，０００円 

２０歳 １３５，５００円 ３０歳 １６２，５００円 

２２歳 １３９，０００円 ３５歳 １７５，５００円 

 

４．同時要求 

(1) 総実労働時間短縮にむけた取り組み 

各加盟組合は、サービス連合時短方針のもと策定された第３期アクションプランに基づ

き、それぞれの目標達成にむけ主体的に取り組むこととします。 

①年間所定内労働時間が2000時間超の組合（第３期アクションプラン：グループＤ） 

・年間休日数104日の確保および１日の所定労働時間の短縮などによる年間所定労働時間

の短縮に優先的に取り組むこととします。 

・並行して年間総実労働時間の短縮にむけ以下の取り組みを参考に取り組むこととしま

す。 

参考：第３期アクションプラン 
○年間所定外労働時間の削減にむけた取り組み 

       すべての組合員の時間外労働を１ヵ月45時間以下にすることを目指す。また、過重労
働判定基準となる１ヵ月100時間または２ヵ月160時間を超える時間外労働の根絶を
目指す。 

       休日労働日数の削減 
○年次有給休暇取得日数の拡大にむけた取り組み 
一人当たり平均取得日数10日以上を目指す。また、取得日数５日未満の組合員をな
くす。年次有給休暇の付与日数を、法定以上の付与を目指す。  

       ○その他の取り組み 
       管理職を除く労働者の労働時間を把握する。 
       36協定の適正な締結・運用の点検に取り組む。 
       （36条協定違反はないか、必要以上の長時間で協定していないか等） 

 

 

 

 

 

 

 



 

②年間総実労働時間が算定できない組合（第３期アクションプラン：グループＥ） 

・実態把握ができていない加盟組合は、労使委員会を設置し、労使双方で実態を把握し、

課題抽出と解決にむけて取り組むことを優先することとします。 

・並行して年間総実労働時間の短縮にむけ、以下の取り組みを参考に取り組むこととし

ます。 

    参考：第３期アクションプラン 

○年間所定内労働時間の短縮にむけた取り組み 
１日の所定内労働時間の短縮     年間休日数の拡大 

○年間所定外労働時間の短縮にむけた取り組み 
時間外労働時間の短縮    休日労働日数の削減 

○年次有給休暇の取得拡大にむけた取り組み 
○その他の取り組み 

36協定の適正な締結・運用の点検に取り組む（36条協定違反はないか、必要以上の
長時間で協定していないか等） 
労働環境の整備（職場内の協力体制等） 
 

「年間総実労働時間短縮推進委員会（仮称）」 

〔申し入れ書〕 

「ワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議」が開催され、2010年６月に「ワーク・ライフ・

バランス憲章」および「行動指針」に新たな視点や取り組みを盛り込み、関係閣僚、経済界・労働界

の代表により合意しました。 

合意した「憲章」および「指針」には、経済社会を持続可能なものとしていくためには、その担い

手である労働者が心身の健康を保持できることはもとより、職業生活の各段階において、家庭生活、

自発的な職業能力開発、地域活動などに必要とされる時間と労働時間を柔軟に組み合わせ、心身共に

充実した状態で意欲と能力を十分に発揮できる環境を整備していくことの必要性などが盛り込まれて

います。2010年４月には「労働時間等見直しガイドライン」（労働時間等設定改善指針）が改正さ

れ、年次有給休暇の取得状況を確認する制度の導入や取得率向上の具体策の検討、取得率の目標設

定、全労働者の長期休暇取得制度の導入など事業主が取り組む事項について定められています。 

私たちが加盟するサービス連合では、従前より「労働時間の短縮」と「不払い残業の撲滅」

「労働時間の適正管理」を運動方針に掲げ取り組みを進めてきました。2012年7月に「時短方

針」を改訂し、全加盟組合が「年間総実労働時間1800時間」にむけて共通認識を持ち、現在、

アクションプラン（行動計画）に沿った取り組みを実践しているところです。 

一方、当社の現状は、厳しい要員配置の下、業務量増大に伴い恒常的に時間外労働が発生しており、加

えて有給休暇が取得しづらい状況にあると言えます。政労使あげて仕事と生活の両立を目指している社会情

勢から、職場実態を把握したうえで、諸課題の解決に取り組むことが企業の社会的責任を果たすことだと考え

ます。 

そこで、法律の趣旨に則り、ワーク・ライフ・バランスの実現を目指し、総実労働時間短縮

にむけて協議する労使委員会の設置を下記のとおり申し入れますので、誠意ある対応を要請し

ます。 

記 

○年間総実労働時間短縮推進委員会（仮称）の設置 

労使が協力し、職場実態を把握したうえで、労働時間の改善と労働意欲と能力を十分発揮できる環

境整備にむけて協議していく労使委員会の設置を求める。 

以 上 

 

 

 



 

③年間総実労働時間が2000時間超の組合（第３期アクションプラン：グループＣ） 

・第３期アクションプランに基づき以下の取り組みを参考に、年間総実労働時間が2000

時間以内の達成にむけ取り組むこととします。 

参考：第３期アクションプラン 

○年間所定内労働時間の短縮にむけた取り組み 

１日の所定内労働時間数の短縮(７時間45分以内が基本)・年間休日数の拡大 

○年間所定外労働時間の削減にむけた取り組み 

すべての組合員の時間外労働を１ヵ月45時間以下にすることを基本とし、過重労

働の可能性が高まる１ヵ月80時間を超える労働を根絶するとともに年間時間外労

働数360時間以下にする。 

休日労働日数の削減 

時間外等の割増率を、法定割増率以上を目指す。特に１ヵ月45時間を超える割増

率の拡大を目指す。 

○年次有給休暇取得日数の拡大にむけた取り組み 

一人当たり平均取得日数12日以上を目指す。また取得日数６日未満の組合員をな

くす。 

年次有給休暇の付与日数を、法定以上の付与を目指す。  

○その他の取り組み 

管理職を除く労働者の労働時間を把握する。 

36協定の適正な締結・運用の点検に取り組む。 

   （36 条協定違反はないか、必要以上の長時間で協定していないか等） 

 

④年間総実労働時間が1900時間超の組合（第３期アクションプラン：グループＢ） 

・第３期アクションプランに基づき以下の取り組みを参考に、年間総実労働時間が1900

時間以内の達成にむけ取り組むこととします。 

参考：第３期アクションプラン 
○年間所定内労働時間の短縮にむけた取り組み 

１日の所定内労働時間数の短縮を目指す。（７時間45分以内が基本） 
年間休日数の拡大を目指す。 

○年間所定外労働時間の削減にむけた取り組み 
すべての組合員の時間外労働を１ヵ月45時間以下にすることを基本とし、年間時
間外労働数240時間以下を目指す。 
休日労働日数の削減 
時間外等の割増率を、サービス連合諸基準の最低基準達成を目指す。 

○年次有給休暇取得日数の拡大にむけた取り組み 
一人当たり平均取得日数12日以上を目指す。また、取得日数６日未満の組合員を
なくす。 

○年次有給休暇の付与日数を、法定以上の付与を目指す。 
○その他の取り組み 
管理職を除く労働者の労働時間数の把握を目指す。 
（未組織の契約社員・パートタイマーにも取り組む） 
時間外労働削減にむけて業務改善に取り組む。 
36協定の適正な締結・運用の点検に取り組む。 
（36条協定違反はないか、必要以上の長時間で協定していないか等） 

 

 

 

 



 

⑤年間総実労働時間が1800時間超の組合（第３期アクションプラン：グループＡ） 

・第３期アクションプランに基づき以下の取り組みを参考に、年間総実労働時間が1800

時間以内の達成にむけ取り組むこととします。 

参考：第３期アクションプラン 
○年間所定内労働時間の短縮にむけた取り組み 

１日の所定内労働時間数の短縮を目指す。（７時間30分以内が基本） 
年間休日数の拡大を目指す 年間所定内労働時間1800時間以内を目指す 

○年間所定外労働時間の削減にむけた取り組み 
       すべての組合員の時間外労働を１ヵ月45時間以下にすることを基本とし、年間時間

外労働数120時間以下にする 休日労働日数の削減 
       時間外等の割増率を、サービス連合諸基準の最低基準達成を目指す。 

○年次有給休暇取得日数の拡大にむけた取り組み 
一人当たり平均取得日数15日以上を目指す。また、取得日数８日未満の組合員を
なくす。 
年次有給休暇の付与日数を、15日以上の付与を目指す。 

○その他の取り組み 
管理職を含むすべての労働者の労働時間数の把握を目指す。 
時間外労働過重にならないように、要員協定の締結を目指す。 
36協定の適正な締結・運用の点検に取り組む。 

      （36条協定違反はないか、必要以上の長時間で協定していないか等） 

 

⑥年間総実労働時間が1800時間以内の組合（第３期アクションプラン：達成組合） 

・第３期アクションプランに基づき以下の取り組みを参考に、年間総実労働時間が1800

時間維持と更なる短縮にむけ取り組むこととします。 

    参考：第３期アクションプラン 

○年間所定内労働時間の短縮にむけた取り組み 
１日の所定内労働時間数の短縮を目指す。（７時間30分以内が基本） 
年間休日数の拡大を目指す。 年間所定内労働時間1800時間以内を目指す 

○年間所定外労働時間の削減にむけた取り組み 
すべての組合員の時間外労働を１ヵ月45時間以下にすることを基本とし、年間時
間外労働数120時間以下にする。 
休日労働日数の削減 
時間外等の割増率を、サービス連合諸基準の到達基準達成を目指す。 

○年次有給休暇取得日数の拡大にむけた取り組み 
一人当たり平均取得日数15日以上を目指す。また、取得日数８日未満の組合員を
なくす。 
年次有給休暇の付与日数を、15日以上の付与を目指す。 

○その他の取り組み 
管理職を含むすべての労働者の労働時間の把握を目指す。 
時間外労働過重にならないように、要員協定の締結を目指す。 
36協定の適正な締結・運用の点検に取り組む。 

      （36条協定違反はないか、必要以上の長時間で協定していないか等） 

 

(2) 両立支援・男女平等社会の実現 

「両立支援・男女平等社会の実現にむけた統一対応」（第10回中央委員会確認）につい

て、統一対応の達成にむけ取り組むこととします。 

統一対応に達成していない全項目への取り組みが基本ではありますが、取り組み項目が

多岐にわたることから、2013春季生活闘争では、以下の重点項目を定めて取り組むことと

します。 



 

①小学校就学前までの育児に伴う短時間勤務制度の確立 

育児に伴う短時間勤務制度は、保育園や幼稚園の送迎等への対応をはかれる等働きなが

ら育児をすることを容易にするために有用な制度です。育児介護休業法では３歳未満の

短時間勤務制度について定められましたが、サービス連合では、法律を上回る小学校就

学前までの短時間勤務制度を確立している加盟組合が多くあります。産業全体の底上げ

をはかるため、統一対応として定めた努力義務となっている小学校就学前までの短時間

勤務制度の確立を重点項目として取り組むこととします。 

②子の看護休暇および介護休暇制度の有給化 

子の看護休暇および介護休暇は、子どもの病気など緊急を要する場合や介護による日常

的な通院に対応することができ育児や介護を担っている労働者の負担を軽減することが

できる休暇制度です。サービス連合では、有給で対応することを統一対応で定めました

が、多くの加盟組合では無給での対応となっており、年次有給休暇を優先的に利用して

いると想定されます。そこで、法律で定められた趣旨のとおり利用を促進できる環境整

備をはかるため、統一対応として定めた子の看護休暇および介護休暇制度の有給化を重

点項目として取り組むこととします。 

③各加盟組合で「男女平等参画推進計画」で具体的な取り組みを定めている場合は、その

項目も重点的に取り組むこととします。 

(3) 希望者全員が65歳まで就労が可能となる制度の確立 

高年齢者雇用安定法が改正され、2013年４月１日に施行される予定です。法改正の趣旨

は、急速な高齢化の進行に対応し、高年齢者が意欲と能力に応じて働き続けられる環境を

整備することです。改正のポイントは、①継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃

止、②継続雇用制度の対象者を雇用する企業の範囲の拡大、③義務違反の企業に対する公

表規定の導入、④高年齢者雇用確保措置の実施および運用に関する指針の策定、⑤経過措

置と所要の規定整備となっています。 

第５回中央委員会で確認した「60歳以降の雇用確保にむけた統一の取り組み」に、今回

の改正部分を反映させ改訂することとします。法改正の趣旨にのっとり、希望者全員が65

歳まで就労が可能となる制度の確立にむけ取り組むこととします。 

    1)65歳まで希望者全員が働く場を確保できる制度導入をはかるため就業規則の改定お

よび労働協約の締結に取り組むこととします。制度導入の際は、経過措置は原則利

用しないこととします。 

2)60歳以降の労働条件については、働き方に見合った労働時間や働きやすい職場環境、

高年齢者雇用継続給付とあわせた収入水準の維持など著しく低下しないよう労使協

議を行うこととします。 

    3)年次有給休暇の付与日数算定に関わる勤続年数通算や、定年時に準じた福利厚生制

度の適用などに取り組むこととします。 

 

 

 

 



 

Ⅴ．ホテル・レジャー業の要求基準  

ホテル・レジャー業の要求基準は、サービス連合方針の基本認識、要求基準を補完するもの

とし、ホテル・レジャー業で働くすべての労働者の生活防衛ならびに待遇改善に取り組む内容

とします。各加盟組合は、ホテル・レジャー業の要求基準に基づき、「指標」を活用して主体

的な要求づくりを行い、総合労使協議体制の確立を意識し、積極的に団体交渉を展開し交渉に

取り組むこととします。 

１．正規労働者の賃金改善と一時金要求 

サービス連合の賃金目標「35歳年収 550万円」の実現にむけて、生活の維持・向上を目指

し、各加盟組合は「指標」を活用した年収水準の向上にむけた「行動計画」を立案すること

とします。 

(1) 賃金改善 

①所得と生活低下に歯止めをかけるため、まずはサービス連合方針に基づき定期昇給を確

実に実施させることとします。定期昇給制度がない組合や賃金制度が未整備な組合は、

定昇見合い分として、5,000円（※２）に取り組むこととします。 

（※２）ホテル・レジャー委員会構成組合の18歳制度～35歳実在者における基本給賃金の単純平均

（5,032円）を参考に算出 

②そのうえで、加盟組合は可能な限り「指標」や「ホテル・レジャー業の年収基準」(※

３)を参考に具体的な水準の引き上げに取り組むこととします。「指標」を活用しない場

合は、0.5％相当の実質賃金改善を行い、年収の改善に取り組みます。 

(2) 一時金 

①前年同年齢者の年収維持に取り組むこととし、そのうえで「指標」や「ホテル・レジャ

ー業の年収基準」（※３）を活用し、水準向上に取り組むこととします。「指標」を活

用しない組合は、年間4.0ヵ月以上の要求とします（業績連動部分を除く）。 

②年間4.0ヵ月の確保が困難な場合は、前年年間一時金支給月数プラス0.5ヵ月以上に取り

組みます。 

（※３）ホテル・レジャー業の年収基準 

2013春季生活闘争におけるホテル・旅館で働く労働者の年収基準を以下のとおりとします。 

１．35歳（勤続17年）標準労働者の年収の到達目標基準を550万円とする。 

２．35歳労働者の当面の年収基準を400万円以上とする。 

３．30歳労働者の当面の年収基準を350万円以上とする。 

 

(3) 初任給 

魅力ある産業作りにむけて、「ポイント年齢別最低保障賃金」および「指標」で示す初

任給指標を参考に加盟組合が主体的に取り組みます。 

２．契約社員やパートタイマー等の待遇改善 

契約社員やパートタイマー等の賃金改善や待遇改善への取り組みは、サービス連合方針を

参考に、加盟組合が主体的に要求を組み立てることとします。 

３．最低保障賃金 

他産業の平均年収と比較して極端に低い、宿泊料飲サービス業の年収水準の底上げを目指



 

して、サービス連合方針の「産業別（時間額）最低保障賃金」「ポイント年齢別最低保障賃

金」の基準を基に、すべての加盟組合が統一して要求を行うこととします。締結できない場

合は、企業内最低保障賃金の締結に取り組みます。 

４．その他の取り組み課題 

次の課題については、通年で総合労使協議体制につながる取り組みとして進めていますが、

特に労使の意識が集中する春季生活闘争を機会とした取り組みとして展開します。 

また、取り組み課題については、組合員に共通の認識となるよう十分な理解を求め、経営

側との交渉に最大限活かすためにも職場と一体となった活動を展開していきます。 

(1) ワーク・ライフ・バランスの実現にむけ、職場環境の整備、労働時間の縮減、36協定の

締結および遵守、時間外労働の削減と不払い労働の撲滅、年次有給休暇の取得率の向上に

取り組むこととします。 

(2) 契約社員やパートタイマー等については、組織化を見据えて、継続的な雇用の安定や正

規労働者への登用制度など労働条件の整備を行い、就業規則を定期的にチェックし、労働

協約の締結を行います。 

(3) 労使協議において、経営情報の開示を求め、経営状況をチェックします。 

(4) 人事・賃金制度の整備 

①魅力ある産業作り、やりがい、働きがいのある職場作りのために、人事・賃金制度が未

整備な組合は、制度の整備をはかることとします。 

②人事・賃金制度が整備されている企業においても、現状の問題点を抽出し、将来の制度

のあり方について「指標」「諸基準」を参考にして十分な労使協議を行うこととします。 

③賃金制度を含む基本的な労働条件にかかわるデータの開示が不十分な企業においては、

速やかに開示させることとします。 

 

Ⅵ．観光・航空貨物業の要求基準   

観光・航空貨物業の要求基準は、サービス連合方針の基本認識、要求基準を補完するものと

し、この産業で働くすべての労働者の待遇改善ならびに生活防衛に取り組むこととします。各

加盟組合は観光・航空貨物業の要求基準に基づき「指標」を活用して主体的な要求づくりを行

います。 

１．正規労働者の賃金改善と一時金要求 

各加盟組合は、サービス連合の中期的な賃金目標「35歳年収 550万円」の実現にむけ、具

体的な取り組みを検討することとします。また、各々の賃金水準の実態を把握し、中期的な

賃金改善計画を策定するともに、｢指標｣や、｢観光・航空貨物業の賃金水準実態｣（※４）お

よび「最低到達目標額｣（※５）を参考とし、主体的な要求づくりを行うこととします。 

(1) 賃金改善 

①・所得と生活の低下に歯止めをかけるため、サービス連合方針に基づき、定期昇給（定

昇見合い分の確保）を確実に実行させることとします。 

・定期昇給制度がない組合や賃金制度が未整備な組合は、定昇見合い分として、5,300円

に取り組むこととします。（→「１歳・１年間差」を参考に算出） 

 



 

②そのうえで、加盟組合は可能な限り「指標」や「観光・航空貨物業の賃金水準実態」及

び「最低到達目標額」を参考とした具体的な水準の引き上げ、または、0.5％相当の実質

賃金改善を行い、産業内格差および社会的水準との格差是正を目指します。 

（※４）観光・航空貨物業の2012年度賃金水準の実態 

 【 ２２歳 】 【 ３５歳 】 

加 重 平 均          ２０５，１０４円 ３５６，５１７円 

モ デ ル 賃 金          
１９７，６０５円 

(報告があった37組合平均) 

３３８，３６９円 

(報告があった37組合平均) 

年 収 試 算 
３０４万円程度 

(一時金は高卒支給額を試算) 
５２８万円程度 

中 労 委 モ デ ル ２１０，７００円 ４０４，５００円 

年収試算(中労委)          
３３７万円程度 

(一時金は高卒支給額で試算) 
６７９万円程度 

１歳･１年間差（率）           ５，６６９円（1.87％） 

 

注）年収については当年度加重平均の12ヵ月分に賃金実態調査による2012年度夏期一

時金年齢別平均支給額・2011年度冬期一時金平均支給額を加算して試算。 

  中労委モデルは2011年度実績を記載。 

  １歳・１年間差については、観光・航空貨物委員会構成組合の2012春季生活闘争

の妥結実績（29組合）。 

  （※５）最低到達目標額 

２２歳 ： 172,000円程度      ３５歳 ： 300,000円程度 

(2) 一時金 

①一時金要求基準は以下のとおりとします。 

・年収の維持・向上をめざし、「35歳年収 550万円」の実現のため「指標」を活用し主

体的に要求づくりを行うこととします。 

・「指標」を活用しない加盟組合の要求基準を4.0ヵ月（夏2.0ヵ月、冬2.0ヵ月）とし、

到達目標水準については、5.5ヵ月（夏2.5ヵ月、冬3.0ヵ月）以上とします。 

②業績連動一時金などの制度導入や新たな配分方法への対応などについては、事前に十分

な情報交換を行うこととします。 

２．契約社員やパートタイマー等の待遇改善 

契約社員やパートタイマー等の待遇改善への取り組みは、サービス連合方針を基に、加盟

組合が主体的に要求を組み立てることとします。 

３．最低保障賃金 

観光・航空貨物業における賃金水準の下支えをはかるため、以下のポイント年齢別最低保

障賃金ならびに産業別最低保障賃金について各加盟組合は協定化に取り組むこととします。 

 



 

(1) ポイント年齢別最低保障賃金（観光・航空貨物業） 

基幹従業員の最低保障賃金として、産業全体の賃金水準を下支えするために引き続き取

り組むこととし、従来どおり各ポイント年齢別に基本賃金部分に対応する最低保障賃金と

して設定します。最低保障賃金の具体的要求案については次のとおりとし、40歳以上の者

について要求設定が必要な加盟組合は、35歳ポイントの最低額を下回らないことを基準に

加盟組合の判断で要求することとします。 

なお、サービス連合方針のポイント年齢別最低保障賃金との関係については、（※６）

を参照のこと。 

《ポイント年齢別最低保障賃金要求基準》 

１８歳 １３２，０００円 参考：対基本給加重66.30％ 

２０歳 １３５，５００円 〃    78.11％ 

２２歳 １３９，０００円 〃    73.25％ 

２６歳 １５０，５００円 〃    67.96％ 

３０歳 １７４，０００円 〃    63.58％ 

３５歳 ２１０，０００円 〃    70.21％ 

注）産業別最低保障賃金を下回らないものとする。 

（※６）ポイント年齢別最低保障賃金設定の考え方「観光・航空貨物業の水準との関係について」 

新たに設定した基準が、従来取り組んできた基準を上回る場合は、新たに設定した基準に統

一し、水準を下回る場合は、引き続き業種別の基準として設定することとする。 

（第10回定期大会(2010年７月)確認） 

 

(2) 産業別最低保障賃金（観光・航空貨物業） 

観光・航空貨物業に働くすべての従業員を対象に、性別・身分・年齢・職種・雇用形態

のいかんを問わず、産業横断的に最低保障賃金を規制する法定の特定（産業別）最低保障

賃金の可能性を引き続き追求していきます。ただし、当面はその実態から、契約社員やパ

ートタイマー等を含むすべての従業員の最低保障賃金として位置づけ、各加盟組合が対企

業交渉による企業内最低保障賃金として協定化を進めます。 

最低保障賃金の具体的要求案については、サービス連合方針に基づき、以下のとおり設

定することとします。 

なお、月額については以下を基本にしつつ、時間額との整合をはかる必要がある組合に

ついては、それを可能とします。 

《産業別最低保障賃金要求基準》 

対 象 都 道 府 県 
時 間 額 

月  額 

東京 
９３５円 

１５４，３００円 

神奈川 
９３４円 

１５４，２００円 



 

大阪 
８８０円 

１４５，２００円 

埼玉・京都 
８５０円 

１４０，３００円 

千葉・愛知 
８４０円 

１３８，６００円 

兵庫 
８３０円 

１３７，０００円 

静岡 
８２０円 

１３５，３００円 

岐阜・三重・滋賀 
８１０円 

１３３，７００円 

栃木・広島 
８００円 

１３２，０００円 

北海道 
７９１円 

１３０，６００円 

茨城・群馬・富山・石川・山梨・長野・奈良・福岡 
７９０円 

１３０，４００円 

新潟・福井・和歌山・岡山・山口 
７８０円 

１２８，７００円 

宮城 
７７０円 

１２７，１００円 

福島・香川 
７６０円 

１２６，０００円 

青森・岩手・秋田・山形・鳥取・島根・徳島・愛媛・

高知・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄 

７４０円 

１２４，５００円 

注）日額契約の場合は１時間あたりの換算額に対して、上記時間額を適用させる。 

 

４．産業政策課題・政策制度関連諸制度要求 

観光・航空貨物業に関する政策関連諸課題のうち、必要な課題は2013春季生活闘争期間を

つうじて業界団体や行政に申し入れを行い、課題の解決や制度の実現を求めます。 

 

Ⅶ．政策・制度の実現にむけた取り組み 

連合が掲げる2013春季生活闘争における政策制度要求の実現を目指し、各種集会や諸行動に

積極的に参加するなど引き続き取り組むこととします。 

 〔連合 2013春季生活闘争方針（抜粋）：「運動の両輪としての政策・制度の実現」〕 

「2013年度 政策・制度 実現の取り組み」と「賃金・労働条件改善の取り組み」を2013春

季生活闘争における「運動の両輪」として、すべての労働者を対象にした生活改善・格差是

正の運動を強力に進める。 



 

①「日本再生戦略」の推進による質の高い雇用の創出、地域活性化の実現 

②「働くことを軸とする安心社会」を支える社会保障と税の一体改革の着実な前進 

③生活できる水準への最低賃金の早期引き上げ 

④非正規労働者の均等・均衡処遇の確立 

⑤公契約基本法・公契約条例の制定による公契約の適正化 

⑥民主的で透明・公正な公務員制度改革の実現と労働基本権の確立 

連合本部は、関係審議会への参画などを通じて積極的に意見反映に努めるとともに、シンポ

ジウムや学習会の開催等により、構成組織、地方連合会と一体となった取り組みを進める。さ

らに、政治状況や情勢変化を見極めながら、「2013年度政策・制度実現の取り組み方針（その

２）」などで補強し、取り組みを前進させる。 

 

Ⅷ．2013春季生活闘争に関連した取り組み 

１．雇用の安定的な維持・確保にむけて 

私たちの産業は“人”で成り立っており、働きがいのある魅力ある産業に進化していくた

めには、中長期的視点での要員政策が欠かせません。過去の採用絞り込みなどで生じた人員

構成のゆがみの是正や定期的な採用が求められます。特に、東日本大震災により緊急避難的

な対応により、要員の補充が行われていない場合や、新規採用を抑制している場合は対応が

必要です。 

このため、第９回中央委員会にて確認した「雇用の安定的な維持・確保にむけた統一対

応」にのっとり、すべての加盟組合において取り組みを推進することとします。 

「雇用の安定的な維持・確保にむけた統一対応」    

１．サービス連合の取り組み 

サービス連合本部に「雇用対策本部」を設置し、雇用に関わるあらゆる問題について、地連や加

盟組合と連携して対応することとします。 

２．加盟組合の取り組み 

雇用の安定的な維持・確保にむけ、加盟組合では以下の取り組みを行うこととします。 

(1) 契約社員やパートタイマー等の有期雇用契約期間中の解雇は基本的に無効であることから、有

期雇用契約の締結、更新、終了のルールについて労使確認を行う。（注１、２） 

(2) 採用内定取り消しを未然に防ぐため、必要に応じて会社に対し、取り消し内容を定めた「職業

安定法施行規則」について遵守させる。（注３） 

(3) 必要に応じて、会社に対し雇用調整助成金および中小企業緊急雇用安定助成金制度の活用によ

る、雇用の維持・確保に尽力させる。 

(4) すべての雇用労働者からの雇用に関する相談に対応するため「雇用対策窓口」を必要に応じて

設置する。 

(5) 雇用の安定的な維持・確保を第一義とした、中長期的な視点に立った要員政策全般について以

下を中心に労使協議を行う。 

・職場単位の要員を確認。 

・要員構成（正社員、契約社員、パートタイマー、派遣労働者など）と、それぞれの役割や業

務内容。 

・定期的な採用を基本とした、採用方針や採用人数など。 
  

注１：労働契約法第16条、第17条  注２：有期労働契約の締結及び更新・雇止めに関する基準 

注３：職業安定法施行規則   ※条文は省略 

  



 

２．組織拡大の取り組み 

第11回定期大会で再構築した「10万人組織へのプロセス」を基に、当面の目標である組織

人員50,000名の実現にむけた取り組みの一環として、有期契約等の未組織労働者の組織化や、

労働組合のない関連会社の組織化など組織拡大を積極的に進めることとします。 

また、労働契約法改正および労働者派遣法改正、高年齢者雇用安定法改正を機会ととらえ

て、無期転換した労働者やグループ内派遣会社の組織化、継続雇用労働者の組織化に取り組

むこととします。 

 

Ⅸ．2013春季生活闘争取り組み体制 

１．交渉スケジュールの設定 

交渉の具体的スケジュールは次のとおりとします。 

(1) 要求書 

要求書はサービス連合会長との連名で提出することとします。 

ただし、連合会については別途定めます。 

各加盟組合は、提出する要求書の控えを、本部および地連に各１部を送付することとし

ます。 

(2) 要求書の提出 

要求書は原則として２月末日までに提出することとします。 

ただし、要求書を２月末日までに提出が困難な場合は、闘争委員会と調整をはかり、遅

くとも３月上旬までには提出することとします。 

  (3) 集中交渉期間 

早期決着を目指すため集中交渉期間を設定します。具体的な期間は中央闘争委員会で協

議を行い決定します。 

  (4) 妥結 

各加盟組合は３月末日までの決着を目指すこととします。  

２．サービス連合の「取り組み体制」 

サービス連合の2013春季生活闘争の取り組み体制は以下のとおりとします。  

(1) 闘争委員会の設置 

・中央執行委員会に中央闘争委員会を設置します。 

・地連執行委員会に地連闘争委員会を設置します。 

・連合会の判断により闘争委員会を設置する場合は、中央・地連の各闘争委員会はその活

動を支援します。 

(2) 各加盟組合への支援活動 

各加盟組合への具体的な支援活動は各地連闘争委員会が行います。ただし、主要加盟組

合に対する支援は中央闘争委員会が直接行います。 

賃金の基礎や最低保障賃金の取り組みを促すとともに、賃金制度（定昇制度など）が明

確でない組合が早期に賃金制度構築にむけた議論に取り組めるよう｢2013春季生活闘争賃金

要求マニュアル｣を発行するとともに、中期的賃金目標達成にむけ｢35歳年収550万円への

指標2013春季生活闘争版｣も発行し、引き続き加盟組合の取り組みの一助とします。 



 

(3) 情報管理 

加盟組合の交渉状況の把握（窓口機能）は各業種別委員会が中心に行います。また、

「回答・妥結情報」の集計と「関連データ」の集約は政策局が行います。 

①情報発信 

「2013春季生活闘争ＦＡＸ情報」を各地連および各加盟組合に送信します。 

地連から各加盟組合への情報宣伝活動は、地連の方針とルールに基づいて取り組むこと

とします。 

②回答・妥結・交渉スケジュールなどに関する情報連絡 

各加盟組合は各地連へ連絡することとします。ただし、主要組合は直接各業種別委員会

へ連絡することとします。 

各地連は、各加盟組合からの情報を集約して本部政策局へ適宜連絡することとします。 

③各加盟組合は、｢2013春季生活闘争要求内容関連数値調査票｣および｢2013春季生活闘争合

意調査票｣に必要事項を記入し、それぞれの期限までに本部政策局に提出をすることとし

ます。  

(4) その他 

前記のほか細部にわたる取り組み体制については、その都度本部（中央闘争委員会）・

各地連（地連闘争委員会）との間で協議していくこととします。 

３．連合との共闘体制 

(1) 「共闘連絡会議」については、可能な範囲で情報開示を行い、参加することとします。 

(2) 連合が主催する「2013春季生活闘争開始宣言中央総決起集会」「2013春季生活闘争政策

制度要求実現中央集会」には、構成組織の一員として参加します。 

(3) 各地連は、地方連合が主催する2013春季生活闘争関連の大衆行動へ、構成組織の一員と

しての参加を目指します。 


